
                           Ｈ２８．９．１６（金） 

    決算特別委員会総務文教分科会     午後３時００分～ 

                            第３委員会室 

 

 

１ 開議 

 

 

 

２ 案件 

 ○事務事業評価対象事業の論点整理について 

 （１）生涯学習推進経費 

   （財団活動経費（生涯学習かめおか財団補助金）、生涯学習賞経費） 

 （２）地域イントラネット管理経費 

 （３）要保護・準要保護児童生徒援助経費（小学校費・中学校費） 

 （４）放課後児童対策経費    

 

 

 

３ その他 

○審査日程 

  ・９月２０日（火）１０：３０～ 所管分調査 

   （議会事務局、市長公室、企画管理部） 

    ※全体会は１０：００から 

  ・９月２１日（水）１０：００～ 所管分調査 

   （生涯学習部、総務部・監査委員事務局、会計管理室） 

  ・９月２３日（金）１０：００～ 所管分調査 

   （教育部、事務事業評価打ち合わせ・意見交換） 

・９月２６日（月）１０：００～ 事務事業評価、分科会採決 

・９月２７日（火）１０：００～ 委員長報告確認 

  ※全体会は１０：３０から 

 



事務事業評価 論点整理資料 

（１）【生涯学習推進経費】 

内 

容 

○生涯学習のまちづくりを推進するため、「新亀岡市生涯学習推進基本計画」に基づ

き、各種事業を実施し、啓発等を行う。 
○ガレリアかめおかの指定管理者として（公財）生涯学習かめおか財団に管理を行

わせ、市民が参画できる多様な生涯学習事業を展開するための支援を行う。 
（主な経費） 
 ・生涯学習かめおか財団補助金  ６３，４７０千円 
 ・生涯学習賞経費         ２，６４６千円 

選
定
理
由 

○平成２７年度の事務事業評価で「継続」の「改革改善」の評価を行っているが、

生涯学習事業、生涯学習賞経費に絞って、「改革改善」が図られているか確認を行

う。 

論 

点 

 

参 
 

考 

●平成２１年度決算事務事業評価 
ガレリアかめおか管理運営事業：【縮小】 
（意見） 
・多くの市民の利用もあり、生涯学習、市民協働の観点からも必要性はあると認識

するが、かなりの経費が一般財源で賄われている状況である。 
・施設の目的、事業の内容等を改めて見直す中で、出来る限りの経費の縮減を図る

べきと考える。しかしながら、縮減がサービス低下につながることのないよう、

市民の利便性が十分図られるよう運営面での一層の工夫と努力を期待する。 
 
●平成２２年度決算事務事業評価 
生涯学習かめおか財団活動経費：【改善】 
（意見） 
・多くの市民が利用する施設としての重要性は認めるが、指定管理料をはじめ、修

繕料や人件費等の補助金等、維持管理に係る経費は莫大なものとなっている。 
・あらゆる方向から見直しを図り、施設の有効活用と経費節減がともに図れるよう

改善され、財団の運営方法について十分検討されることを指摘し、要望する。 
 具体的には、 
  １ 光熱水費の削減に向けた維持管理方法の見直しをされたい。 
  ２ 計画性を持って修繕に当たられたい。 
  ３ 財団自体が収益確保に向けて努力されたい。 
  ４ 交通のアクセスを考慮し、利用者の利便を図られたい。 
 



参 
 

考 

 
●平成２４年度決算事務事業評価 
生涯学習かめおか財団活動補助・指定管理事業経費：【継続（改革改善）】 
（意見） 
・ガレリアかめおか地下駐車場への誘導、西側出口の活用を再検討されたい。 
・道の駅の活性化を図られたい。 
・人件費の適正化を再検討されたい。 
 
●平成２６年度決算事務事業評価 
生涯学習推進経費：【継続（改革改善）】 
（意見） 
・今後も継続して生涯学習事業を実施していくため、コスト削減等について、コレ

ジュ・ド・カメオカの見直し、類似した事業の統廃合や、相応の受益者負担を求

めるなど、多方面から検討されたい。 
・生涯学習賞については、費用対効果を勘案し、今後の方向性を検討されたい。 
 
 
 

 
 
 
 

 



事務事業評価 論点整理資料 

（２）【地域イントラネット管理経費】 

内 

容 

○市内の行政機関・教育機関を結ぶ情報通信ネットワーク網である地域イントラネ

ットの適切な運用・管理を行い、その有効な活用を図る。 
（主な経費） 
 ・光ファイバーケーブル借用料              ８，６８３千円 
 ・光ファイバーケーブル及びネットワーク機器保守委託料  ４，５２０千円 
 ・ネットワーク運用支援委託料              ２，７２２千円 

選
定
理
由 

○平成２２・２３年度の事務事業評価で「改善」、「縮小」の評価を行ったにもかか

わらず、まだ残っており、インターネット等が広く普及している状況の中で、「縮

小」、「廃止」すべきではないか。 

論 

点 

 

参 
 

考 

●平成２１年度決算事務事業評価 
地域イントラネット管理事業：【改善】 
（意見） 
・イントラネットについては、導入時の一定の目的は達成したものと評価する。し

かし、現状は、費用対効果の面で十分な役割を果たしているとは言いがたい。 
・通信網整備自体は、現代社会において不可欠であるが、民間の整備が急速に進む

中で、行政としての取組みの必要性、さらには通信事業の真価とセキリュティー

の進化等を踏まえて、適切な時期に抜本的な改善を図る必要がある。 
 
●平成２２年度決算事務事業評価 
地域イントラネット管理事業：【縮小】 
（意見） 
・当該事業については、昨年度の事務事業評価においても適正な時期に抜本的な改

善を図る必要がある旨、指摘したところである。 
・平成２２年度にブロードバンドゼロ地域が解消したことに伴い、今後の方向性と

して、自治会の公開端末の見直しを図られたことは、賢明な判断である。 
・光ファイバーケーブルの経済的耐用年数を鑑み、有効で適切な運用管理に努めら

れることはもちろんのことであるが、急速な民間通信事業の進化も見極めながら、

費用対効果を十分検討し、将来的には縮小されたい。 
・老朽化した関連機器の更新に国庫支出金を充当されたことは、財源確保の面から

は理解するが、地域活性化・経済危機対策臨時交付金という性質から考えると、

真に地元経済の活性化につながる支出方法及び充当先があったのではないかとい

う点を本評価に当たり、指摘するものである。 
 



事務事業評価 論点整理資料 

（３）【要保護・準要保護児童生徒援助経費】 

内 

容 

○経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対して学用品費等の扶助を

行う。 
（主な経費） 
 ・要保護・準要保護児童援助費（小学校費） ５１，４２６千円 
 ・要保護・準要保護生徒援助費（中学校費） ２４，９４１千円 

選
定
理
由 

○当該事業について、国の補助は「要保護」に限り１／２で、残りはすべて単費と

なっている。 
○子どもの貧困が大きな社会問題となっている状況の中で、市の支給状況、国の補

助金の拡大も含めて、教育委員会から実情を聞いていきたい。 

論 

点 

 

参 
 

考 
 

 



事務事業評価 論点整理資料 

（４）【放課後児童対策経費】 

内 

容 

○保護者が就労等により昼間家庭にいない児童に対し、適切な生活の場を与え、児

童の健全な育成を図る 
（主な経費） 
 ・放課後児童会指導員報酬     ５６，４０７千円 
 ・放課後児童会指導員補助者賃金  ４９，１２６千円 

選
定
理
由 

○国・府の補助を受けてはいるが、金額的にも大きい経費である。 
○これまでから拡充の評価を行っているが、その後、制度も変わり、拡充されてい

る中で必要とされている事業であるので、引き続き着目していきたい。 

論 

点 

 

参 
 

考 

 
●平成２４年度決算事務事業評価 
放課後児童対策事業：【拡充】 
（意見） 
・地域ボランティアの活用も含めて、指導員の確保に努められたい。 
・教員、指導員、保護者間の連絡体制の強化を図られたい。 
・長期休暇中の２交代制を確立し、その中で開始時間を早めることも検討されたい。 

 


